
国概算要求内容に基づく府の支援の方向性について（検討用）

【令和７年度 部活動実態調査より】
◆部活動設置部数：3,537部（顧問：8,878人）
◆うち専門的指導可能教員割合：約50.5％（4,489人）

【検討会議での委員意見】
◆財源と人材確保、府としての広域的な整備を求む

【市町村の状況】
◆受け皿となる団体と人材が不足（質の保障含めて）

課
題

①【地域移行】移行体制構築支援
【国庫委託事業】(国10/10)
●地域移行実証事業
R7：豊中・池田・箕面・茨木・守口・枚方・大東

門真・八尾・大阪狭山・河内長野・泉大津
岸和田

R6：豊中・池田・箕面・守口・枚方・大東・門真
八尾・泉大津・岸和田市、府立富田林中

R5：豊中・箕面・守口・大東・泉大津・岸和田市

②【地域連携】部活動指導員配置支援
【国庫補助事業】(国1/3府1/3市1/3)
●実技指導や学校外での活動への引率
・生徒の活動機会の保障や地域移行に備える
・教員の部活動指導時間削減と心理的負担軽減
R7：26市町/297人
R6：25市町/257人
R5：23市町/232人

令和８年度から令和13年度末までが改革実行期間として位置づけられる見通しであることを踏まえた、部活動の地域移行(展開)を
支援する必要がある
（国の総合的なガイドラインの改訂（令和７年冬頃予定）を踏まえ、令和８年夏頃を目途に府方針を改訂する）

委託
大阪府

選定(再委託)

市町村(拠点校)
【主な補助要件】
▪国ガイドライン遵守
▪在校等時間客観的把握
▪上記時間削減計画策定
▪地域移行検討組織体の

設置・移行計画策定

現状と課題
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委託事業45億円※1から、
補助事業21億円＋事項要求※2に変化

※1 令和６年度補正予算29億と令和７年度予算16億の合計
※2 政策が細部まで決定されておらず予算額が不明な状況のこと

【地域移行(展開)】Ⅰ.部活動の地域展開・地域クラブ活動推進事業

より多くの市町村・学校で事業展開できるように
（地域移行(展開)に取り組むための財源とノウハウを支援）

18億円から20億円に予算規模拡充

【地域連携】Ⅱ.中学校における部活動指導員の配置支援

より多くの市町村・学校に配置支援できるように
（今後の地域移行(展開)を見据えた地域連携を支援）

指導・リスクマネジメントの手引きの作成
動画ポータルサイトの運営、暴力等根絶啓発活動
中学校施設整備・改修支援 など

【地域人材】安全安心・質の高い指導の担保、スポーツ環境の構築等
【ええコーチOSAKA】の運用
大阪府部活動改革プラットフォームの運用
人材育成（大阪府部活動の在り方に関する研修会等）
中学校施設整備・改修支援

国（概算要求） 府（方向性）

※ 実証事業２年目、３年目となる地域クラブ活動は、原則、国費だけではなく、一定の割合の受益者
負担や行政・関係団体の自主財源からの支出、企業等からの寄付などとの組み合わせにより、持続的
に活動することを前提とした仕組みを構築し、検証。

※ 過去３年間分の補助対象
令和７年度は申請人数
それ以前は実績人数



【部活動改革】当面のスケジュールについて（予定）
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令和８年度以降 予 定
大阪府における部活動等の在り方に関する方針の改訂 • 地域クラブ活動の定義・要件等や受益者負担額の目安※1 、国ガイドラインの改訂※2 

を踏まえた改訂
※1 令和７年８月の提示が予定されていたもの
※2 事前の有識者議論及びパブコメの実施のうえ、令和７年冬頃に改訂が予定されている

本 日

日 程 内 容 詳 細
8月末 スポーツ庁 概算要求公表
9/24（水）
13時～

スポーツ庁 主管課長会議
（オンライン開催）

●第1部 令和８年度概算要求説明会
●第2部 改正スポーツ基本法および第３期スポーツ基本計画について、

部活動の地域展開等について
10/3（木）
14時30分～
エディオンアリーナ

第２回検討会議 ●令和８年度の府の取組みの方向性説明［意見聴取］
・国概算要求内容に基づく府の支援の方向性について

●令和７年度における取組みの進捗状況等について
・委託事業活用市における事例紹介（大阪狭山市、泉大津市）

１/28（水）
午後～
ドーンセンター

第３回検討会議
兼

大阪府部活動の在り方に関する研修会
（第２回）

≪研修会の参加対象≫
各市町村教育委員会担当者及び部活動指導員・実証事業実施団体所属指導者
府立学校管理職・部活動顧問・部活動指導員 等 （計500名収容）

●（１部）全体会
講演 （調整中：一般社団法人 監督が怒ってはいけない大会 関係者）
発表 実証事業実施市より（運動・文化各１市程度）

※実証事業を実施した全ての市より紙上発表は実施
部活動大阪モデル実施校より（１校程度）

●（２部）分科会
≪市町村教育委員会向け≫

グループディスカッション、来年度補助事業活用希望市町村への伝達
≪府立学校・指導者向け≫

（調整中：資質向上に資する講義・講演）


